
法 務 年 鑑

平 成 1 8 年

法 務 省



は し が き

１ この年鑑は，平成18年（平成18年１月１日から12月31日までの間）における，法

務省（内部部局・審議会等・施設等機関・地方支分部局・外局）の業務運営状況を

概観する目的で編さんした。

２ この年鑑は，各部局，審議会等，施設等機関及び外局が取りまとめた内容を当部

において編集したものであって，第１部「総説」では，法務省全体としての重点施

策並びに組織及び予算の動きを概説し，第２部「業務の概況」では，各部門別に重

要施策の概況を説明し，「付録」として，定員・予算・主要人事その他の関係資料

を掲載した。

３ 編さんに当たり関係各部門から寄せられた御協力に対して，深く謝意を表する次

第である。

平成19年７月

法務省大臣官房司法法制部



凡 例

統計数字の末尾で四捨五入したものは，その計が合計欄の数字と一致しない場合

がある。
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